
　平成２５年９月に開催された町議会定例会で、平成２４年度一般会計、特別会計の決算が認定

されました。

　決算は、一年間にどれだけの収入があり、どのように使われたのかを分類集計したものです。

　皆様が納めた税金や地方交付税、国県支出金などがどのように使われているか、町の財政状況

はどうなっているのかについて、概要をお知らせします。

　

　平成２４年度の一般会計決算額は、歳入が７３億８７１４万円、前年度比４億５４８６万円減

（５．８％減）、歳出が７０億３０１２万円、前年度比４億５１１７万円減（６．０％減）とな

り、差引３億５７０２万円を平成２５年度に繰越しました。

　平成２０年度から世界的な経済不況等により町税は大幅な減となっていましたが、平成２４年

度は個人町民税は昨年より３１１２万円増（１１．２％増）、法人町民税は６０６万円増（１２．

２％増）となっています。固定資産税は評価替えにより前年度比２４０７万円減（４．０％減）

となり、町税全体では前年度比１．２％増となりました。本町の財政は、地方交付税など国や県

に依存する比率が大きい状況であり、徹底した経費節減や事務事業の見直しを引き続き実施し、

町の借金である町債や町の貯金である基金の取崩しを極力抑制し、健全財政維持に努めました。

　本町が自主的に収入できる自主財源は１８億３３７１万円、前年度比１億４８９５万円（８．

８％）の増となりました。

　町税のうち個人町民税は、３億１８８６万円、前年度比３２１１万円（１１．２％）の増、法

人町民税は、５５７９万円、前年度比６０６万円（１２．２％）の増となりました。

　固定資産税は評価替えにより２４０７万円の減となりましたが、入湯税の増やたばこ税の減な

ど、町税全体では１０億５９７５万円、前年度比１２８９万円（１．２％）の増となりました。

一般会計の決算状況 

町税 10億5975

万円, 14.4% 

繰越金 3億

6071万円, 4.9% 

諸収入 2億

0504万円, 2.8% 
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4992万円, 1.9% 地方交付税 32
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個人 3億
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町民税

法人 

5579万

円, 5.3% 

町たばこ
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万円, 

5.6% 

軽自動

車税 

3130万

円, 2.9% 

入湯税 

886万円, 

0.8% 

町税の内訳 

歳入の増減要因 



　その他の自主財源では、分担金・負担金、財産収入による収入は減少しておりますが、諸収入

の増加や前年度繰越金が多かったことにより、自主財源は前年より増となっております。

　平成２４年度は個人町民税、法人町民税は増加しましたが、固定資産税、たばこ税は減少して

おり町税全体では増加しております。

　国や県などの制度に影響を受ける依存財源は５５億５３４３万円、前年度比６億３８１万円（

９．８％）の減となりました。

　町の歳入で最も大きな割合を占める地方交付税のうち普通交付税は、地方自治体が妥当な水準

の行政を行うための経費（基準財政需要額）から町民税などの収入（基準財政収入額）を差し引

いた額が交付されます。

　普通交付税は、基準財政収入額が前年より減少していますが、災害関係の経費の算入の減少に

より、前年度比４億２９１５万円（１１．７％）の減となりました。

　国庫支出金、県支出金はその年の普通建設事業や災害復旧事業の事業量により前年度比が大き

く増減しますが、昨年は災害関係事業の減少により、国庫支出金は３億９８２９万円、前年度比

２億３４０８万円の減、県支出金は８億３８６６万円、前年度比２億５５１０万円の減となりま

した。

　

　歳出を目的別に見てみると、児童や老人など

福祉関係経費の民生費の割合が最も高いですが

、前年より１億９９２０万円の減となっていま

す。

  長野県北部地震災害や豪雪災害による災害復

旧費の増により前年より１億２３９２万円増と

なっいます。

　総務費は復興基金積立金や財政調整基金積立

金の減少により３億４０２１万円の減となって

います。

　教育費は中津川運動公園造成事業や総合セン

タ－耐震化工事により３億１５８６万円増とな

歳出の増減要因 

民生費 15億
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11.1% 
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6億7899万

円, 9.7% 

土木費 6億

7822万円, 

9.6% 

総務費 5億

9442万円, 

8.5% 

公債費 4億

7138万円, 

6.7% 

災害復旧費 

4億2310万

円, 6.0% 

消防費 3億

2384万円, 

4.6% 

その他 4億

3925万円, 

6.2% 

目的別 
歳  出 

平成２３年度 平成２４年度
町税 10億4685万円 10億5975万円 1290万円 1.2%
分担金負担金 7251万円 5829万円 △1422万円 △19.6%
使用料手数料 3556万円 3670万円 114万円 3.2%
財産収入 4281万円 2536万円 △1745万円 △40.8%
寄付金 232万円 232万円 0万円 0.0%
繰入金 4141万円 8554万円 4413万円 106.6%
繰越金 2億9199万円 3億6071万円 6872万円 23.5%
諸収入 1億5131万円 2億0504万円 5373万円 35.5%
小計 16億8476万円 18億3371万円 1億4895万円 8.8%
地方譲与税 8030万円 7501万円 △529万円 △6.6%
利子割交付金 301万円 239万円 △62万円 △20.6%
配当割交付金 130万円 142万円 12万円 9.2%
株式等譲渡所得割交付金 32万円 35万円 3万円 9.4%
地方消費税交付金 1億0227万円 1億0089万円 △138万円 △1.3%
自動車取得税交付金 1735万円 2061万円 326万円 18.8%
地方特例交付金 1550万円 196万円 △1354万円 △87.4%
地方交付税 36億5238万円 32億2323万円 △4億2915万円 △11.7%
交通安全対策交付金 156万円 161万円 5万円 3.2%
国庫支出金 6億3237万円 3億9829万円 △2億3408万円 △37.0%
県支出金 10億9376万円 8億3866万円 △2億5510万円 △23.3%
町債 5億5712万円 8億8901万円 3億3189万円 59.6%
小計 61億5724万円 55億5343万円 △6億0381万円 △9.8%

項　　　　目 前年度比
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っています。

　

　歳出を性質別に見てみると、補助金交付や十日町地域広域事務組合・津南地域衛生施設組合な

どへの負担金である補助費の割合が最も高くなっていますが、前年比４億３８７４万円の減とな

っております。

　昨年２番目に多かったのが国民健康保険特別会計や下水道事業特別会計などの特別会計に一般

会計から支出する繰出金でしたが、平成２４年度は前年比８５５５万円減となっております。

　職員の給与・手当・福利厚生費等の人件費は、職員削減により前年度比１．１％の減となって

います。

　長野県北部地震災害の関係で普通建設事業費、災害復旧費が前年度比４億５１１８万円の大幅

増となっております。

　平成２４年度は積立金が減少しています

が、震災復興基金の積立金の減少が原因と

なっています。

　人件費、扶助費、公債費は任意に節減で

きない経費が多いことから義務的経費と呼

び、この性質の経費が占める比率が大きけ

れば大きいほど財政構造が硬直化すると言

われています。

補助費等 13

億8350万円, 

19.7% 

普通建設事業

費 11億2767

万円, 16.0% 
繰出金 9億

8510万円, 
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人件費 9億

1367万円, 
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物件費 8億

0296万円, 

11.4% 

扶助費 5億

2727万円, 

7.5% 

公債費 5億

0438万円, 

7.2% 

災害復旧事業

費 4億2310万

円, 6.0% 

その他 3億

6247万円, 

5.2% 

性質別 
歳  出 

平成２３年度 平成２４年度
議会費 １億0257万円 9403万円 △854万円 △8.3%
総務費 9億3463万円 5億9442万円 △3億4021万円 △36.4%
民生費 17億4236万円 15億4316万円 △1億9920万円 △11.4%
衛生費 7億7340万円 7億7834万円 494万円 0.6%
労働費 2719万円 5305万円 2586万円 95.1%
農林水産業費 8億0043万円 6億7899万円 △1億2144万円 △15.2%
商工費 2億9617万円 2億9217万円 △400万円 △1.4%
土木費 7億7893万円 6億7822万円 △1億0071万円 △12.9%
消防費 4億6420万円 3億2384万円 △1億4036万円 △30.2%
教育費 7億8356万円 10億9942万円 3億1586万円 40.3%
災害復旧費 2億9918万円 4億2310万円 1億2392万円 41.4%
公債費 4億7867万円 4億7138万円 △729万円 △1.5%
諸支出金 0万円 0万円 0万円
合計 74億8129万円 70億3012万円 △4億5117万円 △6.0%
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項　　　　目 前年度比

平成２３年度 平成２４年度
人件費 9億2362万円 9億1367万円 △995万円 △1.1%
物件費 8億1332万円 8億0296万円 △1036万円 △1.3%
維持補修費 2億5618万円 2億0986万円 △4632万円 △18.1%
扶助費 5億0179万円 5億2727万円 2548万円 5.1%
補助費等 18億2224万円 13億8350万円 △4億3874万円 △24.1%
公債費 5億1167万円 5億0438万円 △729万円 △1.4%
積立金 3億7637万円 5043万円 △3億2594万円 △86.6%
投資及び出資金・貸付金 1億0586万円 1億0218万円 △368万円 △3.5%
繰出金 10億7065万円 9億8510万円 △8555万円 △8.0%
普通建設事業費 7億9693万円 11億2767万円 3億3074万円 41.5%
災害復旧事業費 3億0266万円 4億2310万円 1億2044万円 39.8%
合計 74億8129万円 70億3012万円 △4億5117万円 △6.0%
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　歳出決算額を「町民一人当たりに使われたお金」として換算すると、一人当り６５２，３２５

円となります。

　目的別、大まかな事業別に区分すると下記の表になります。

町民一人当たりの経費 

●総務費 広報・財産管理・他一般事務などに ４億３４７８万円 40,344 円

広域連携・交流・地域づくりなどに ４２８８万円 3,979 円

税金の賦課徴収に ５３４０万円 4,955 円

戸籍住民基本台帳管理に ３６８４万円 3,418 円

選挙・統計・監査に ２６５２万円 2,460 円

●民生費
障害者等の社会福祉に ４億７７２９万円 44,288 円

保育所運営等のこどもの福祉に ５億４７１９万円 50,774 円

お年寄りの福祉に ５億１８６８万円 48,128 円

●衛生費 健康づくり・検診・環境衛生などに ２億７８２６万円 25,820 円

ごみ・し尿の処理に １億３０２０万円 12,082 円

簡易水道施設の償還等に １６０３万円 1,487 円

津南病院の整備などに ３億５３８５万円 32,834 円

●農林水産業費
農業委員会・農業振興などに ６億４８６５万円 60,188 円

林業振興・林道整備などに ３０３４万円 2,815 円

●商工費
商工の振興に １億４３９２万円 13,355 円

観光の振興に １億４８２５万円 13,756 円

●土木費 道路橋梁の整備・維持管理に ２億７１３９万円 25,182 円

道路除雪に １億７１０１万円 15,868 円

河川の管理に １１１６万円 1,036 円

下水道整備に ２億１０３３万円 19,516 円

町営住宅の建設・管理に １４３３万円 1,330 円

●教育費 教育委員会事務・教員住宅管理などに ６４７３万円 6,006 円

小学校教育に １億８７４４万円 17,392 円

中学校教育に ８６６２万円 8,038 円

生涯学習・公民館活動・文化財などに ３億７９７４万円 35,237 円

スポーツの振興に ３億８０８８万円 35,342 円

●公債費 町の借入金（町債）の償還に ４億７１３８万円 43,739 円

●消防費 広域消防・防災・災害対策に ３億２３８４万円 30,049 円

●議会費 議会活動に ９４０３万円 8,725 円

●災害復旧費 災害の復旧に ４億２３１０万円 39,259 円

●労働費 勤労者の福利・雇用創出に ５３０６万円 4,923 円

　町民一人当たりに使われたお金は
　※平成25年4月１日現在の人口10,777人で換算

項目別１人当り
金額６５２，３２５円



　町の財産には役場庁舎や学校・保育所など土

地・建物の不動産のほか、山林の立木、町内６

箇所の温泉権、株券などの有価証券や貸付金・

出資金などによる権利、貯金である基金、車両

や事務機器などの備品があります。

　基金には預金と中沢山の山林があります。

　預金である基金は財政調整のための基金のほ

か、地域経済活性化や地域福祉など事業の目的

ごとに設置されており、１９種類の基金があり

ます。

　平成24年度はマウンテンパーク津南スキー場

敷地の取得があり、土地の面積が増加していま 　

す。

　町債とは、町が事業を行うとき、歳入の不足

を補うために、長期間お金を借りることにより

負う債務です。

　町の借金ですが、その元利償還金については

災害復旧のための借金が９５％、過疎対策のた

めの借金が７０％、下水道整備のための借金が

５０％などと種類により率は異なりますが、後

年度に地方交付税で措置されます。

　町の全会計の年度末残高は１２７億８４３万

円で、町民一人当たりに換算すると約１１８万円になります。

　特別会計は、それぞれの会計で独立採算が原則です。

　必要な財源は、保険料や使用料などの歳入で確保しなければなりませんが、厳しい財政状況に

あっても、基本的なサービス水準を維持するために、一般会計から財源を繰出ししています。

　簡易水道、下水道、農業集落排水の会計には主に交付税措置された起債償還分を繰出ししてい

ます。毎年の建設事業の量により大きく増減する会計です。

　また、国民健康保険、後期高齢者医療、介護保険、病院の会計は、法律や制度改正の影響を大

きく受ける会計です。

財 産 の 状 況 

借 金 の 状 況 

特別会計の状況 

町の財産

町の借金

特別会計歳入歳出決算額 

対前年度比

4,925,430 ㎡ 2.2%

127,838 ㎡ 0.0%

面 積 2,041,755 ㎡ 0.0%

立 木 16,396 ㎥ 0.0%

6 件 0.0%

1億5985 万円 0.0%

3億1764 万円 3.7%

1億8779 万円 0.5%

山 林 面 積 702,137 ㎡ 0.0%

山 林 立 木 26,410 ㎥ 0.0%

預 金 25億2272 万円 -0.9%

車両・事務機器等 -

区　　　分 現　在　高

土 地

貸 付 金

出 資 に よ る 権 利

基
金

備 品

建 物

山
林

物 権 （ 温 泉 権 ）

有 価 証 券

対前年度比

51億4512 万円 10.4%

5億2905 万円 21.0%

39億9261 万円 -4.1%

29億2218 万円 -4.9%

1億1947 万円 -6.6%

127億0843 万円 2.0%

下 水 道 事 業 特 別 会 計

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会計

津 南 病 院 事 業 会 計

合　　　　　　　計

会　　　計　　　別 現　在　高

一 般 会 計

簡 易 水 道 特 別 会 計

歳　　入 対前年度比 歳　　出 対前年度比

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 12億2947万円 1.4% 11億4268万円 0.2%
後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 1億1695万円 1.6% １億1448万円 1.8%
介 護 保 険 特 別 会 計 15億5911万円 12.4% 14億8221万円 12.1%
簡 易 水 道 特 別 会 計 3億0348万円 27.2% 2億8608万円 35.5%
下 水 道 事 業 特 別 会 計 3億6106万円 -12.1% 3億3924万円 -9.9%
農業集落排水事業特別会計 3億3269万円 -35.1% 3億1102万円 -36.2%
津 南 病 院 事 業 会 計 18億5081万円 -2.1% 18億4952万円 -1.8%

合　　　　　　　計 57億5357万円 55億2523万円

会　　　計　　　別



　国・地方とも厳しい財政状況が続いていますが、財政悪化を可能な限り早い段階で把握し、財

政状態の改善に着手させるなどを目的とし、自治体財政健全化法が施行され、平成19年度決算か

ら財政の新たな指標が公表されることになりました。

　新たな指標には早期健全化基準と財政再生基準が定義され、２つの基準との比較で、自治体の

財政状況をチェックします。

　早期健全化基準を超えたら財政健全化計画、財政再生基準を超えたら財政再生計画の策定をし

なくてはならず、さまざまな強制力や総務大臣の関与が法定されています。

　実質赤字比率とは、一般会計の歳入（収入）から歳出（支出）を差し引いた額の標準財政規模

に対する割合です。

　つまり、黒字か赤字かを判断する指標です。

　本町は黒字のため指標は「無し」となりました。

　連結実質赤字比率は、全会計の歳入（収入）から歳出（支出）を差し引いた額の標準財政規模

に対する割合です。

　本町は平成２４年度は病院事業会計も黒字となり、連結して全会計の合計も黒字となっている

ため、指標は「無し」となりました。

　

財  政  指  標 

実質赤字比率 

 町税や地方交付税など、
自治体の一般財源の標準
規模を示すもので、定めら
れた計算方式により算出さ
れた数値です。 

連結実質赤字比率 

平成24年度津南町健全化判断比率の状況

うち臨時財政対策
債発行可能額

標 準 財 政 規 模 ４，４０９，２５５千円　

２５３，９１２千円　

津 南 町
早 期 健 全 化
基 準

財 政 再 生
基 準

- １５．０％ ２０．０％

- ２０．０％ ３０．０％

１０．１％ ２５．０％ ３５．０％

８３．５％ ３５０．０％

１ 実 質 赤 字 比 率

２ 連 結 実 質 赤 字 比 率

３ 実 質 公 債 費 比 率

４ 将 来 負 担 比 率



　公債費とは、町債（借金）の元利償還金であり、一般会計のほか簡易水道・下水道・農業集落

排水・病院の特別会計にもあります。

　また、消防（十日町地域広域事務組合）や清掃（津南地域衛生施設組合）など一部事務組合の

会計でも元利償還金があり、町が相当分の負担金を支出しています。

　これらを実質的に公債費ととらえ、標準財政規模に対する割合を指標としています。

　町債の元利償還金にはその種類により交付税措置があるため、実質の公債費と標準財政規模か

ら交付税措置相当分を差し引いて計算します。

　本町は「１０．１％」であり、平成２３年度決算では県内市町村のうち５番目に低い値となっ

ていて、平成２４年度決算でも低位にあると思われます。

　

　将来負担比率とは、背負っている借金等将来負担の標準財政規模に対する割合を指標としてい

ます。

　背負っている将来負担には、町債現在高（全会計の現在高のほか、一部事務組合の借金のうち

津南町の持分の現在高を含む）や将来の支出が決まっている経費（分割で支払うニューグリーン

ピア津南の土地・建物購入など）、町職員がいっせいに退職したと仮定した場合の退職金（退職

手当引当金相当額）などを合計します。

　この合計額から、貯金である基金現在高や町債現在高に係る交付税措置予定額などを差し引い

て実質的な将来負担を算出します。

　本町は「８３．５％」となりましたが、県内市町村でも低位にあります。

　早期健全化基準からみても低位にあり、健全な水準であると考えます。

　実質赤字比率・連結実質赤字比率・実質公債費比率・将来負担比率の４つの指標を「健全化判

断比率」と呼びます。

　自治体財政健全化法では、これら健全化判断比率とは別に公営企業の経営健全化について定め

ています。

　公営企業とは、本町の会計では「簡易水道」「下水道」「農業集落排水」「病院」の４つの特

別会計が対象になります。

　連結実質赤字比率では全会計を合計しましたが、資金不足比率は公営企業ごとの資金不足額（

赤字額）の事業の規模に占める割合を算出します。

　「簡易水道」「下水道」「農業集落排水」の特別会計は黒字のため、資金不足比率は「無し」

となりました。

　「病院」は町からの運営費補助を３億４１７１万円補助することにより、平成２４年度は余剰

額が出ています。したがって平成２４年度は資金不足比率は「無し」となりました。

　

実質公債費比率 

将来負担比率 

資金不足比率 


